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激甚災害（南海トラフ地震等）への対応検討のための研究」 
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研究要旨  

（目的） 

南海トラフ地震等の激甚災害発生時に必要と考えられる災害派遣精神医療チーム（DPAT：

Disaster Psychiatric Assistance Team、以下、DPAT）隊数を推計すること、また、他の支

援チームから見たDPATに求められる活動内容および現在の課題を明確化し、南海トラフ地震

を想定した効果的な訓練の実施に向けた課題の抽出を目的とした研究を行った。 

（方法） 

DPATと他の支援チームにおける連携課題において、令和５年度、６年度の研究において行

った、DMATや日赤こころのケア指導者へのアンケート結果において、DPATとしてのリエゾン

機能についての言及があったことから、被災地において精神科リエゾンの需要についてDMAT

隊員を対象としたアンケート調査を実施した。 

また、南海トラフ地震等の激甚災害発生時に必要なDPAT隊数の把握について、内閣府が発

表している地震防災対策推進地域・地震津波避難対策特別強化地域から、南海トラフ地震等

巨大地震において被災が想定される精神科病院数の調査を行い、想定される避難患者数を推

計した。 

 さらに、過去の大規模地震時医療活動訓練において、DPATの活動における課題の抽出と、

令和６年度同訓練において、災害拠点精神科病院における課題の抽出を行った。 

 

（結果） 

DMAT隊員155名へのアンケート調査では、精神科病院以外の医療機関への支援時に精神科医

がおらず対応に苦慮した経験がある隊員は17名（約1割）であった。困難を感じた場面として

は「気分の落ち込みや流涙への対応」「不安で落ち着かない患者への対応」「『死にたい』

と言われた時の対応」が多く、精神科的専門性の不足が課題として浮かび上がった。また、

17名中９名がDPATへ支援を依頼し、内７名がその対応を評価した。今後DPATが対応可能であ

れば依頼したいと答えた隊員は16名で、専門家への相談を望む声が強かった。一方で、DPAT

の役割の不明瞭さや指揮系統の混乱、撤退後のフォロー体制などを懸念する意見もみられ

た。 
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被災想定精神科病院調査では、南海トラフ地震の想定地域に位置する精神科病院数と病床

数を算出し、耐震性や病床利用率を踏まえると、南海トラフ地震時には最大1万人規模の精神

科入院患者の避難が必要となる可能性が示された。 

また、措置入院や医療保護入院、行動制限者の割合から、避難対象者の中に一定数の行動

制限の対象者が含まれることも推計された。しかし、現時点でDPAT隊員数は全国で約2,200隊

規模にとどまっており、能登半島地震で延べ約1,000隊が活動した実績を踏まえると、想定避

難規模に対して十分とは言えず、DPAT隊員の養成のほか質の均てん化が急務である。 

大規模地震時医療活動訓練の分析では、DPATの参加規模は拡大しているものの、訓練内容

は大きく変化しておらず、情報分析や統括調整、DMAT等との連携不足などの課題が継続して

いた。被災病院・受入病院との連携不全も毎年指摘されており、これらはDPAT側と他の支援

チームとがそれぞれ独立した活動を行っていることが多いことが示唆される。これらの改善

には、DPATを独立した調整本部として立ち上げるのではなく、保健医療福祉本部内の機能班

に分散配置するなど、組織運用の見直しが必要であると示唆された。 

また、上記訓練時に、併せて災害拠点精神科病院の機能検証を行ったが、患者誘導は計画

通り実施できた一方、DPAT活動拠点本部を併設したことで指揮系統が乱立し、情報伝達と意

思決定が曖昧になる問題が生じた。また、一時避難場所の運営体制構築が困難であり、移動

中や一時避難中の措置入院や医療保護入院患者の法的扱いが不明瞭であることも新たな課題

として浮上した。今後は、災害拠点精神科病院の具体的なマニュアル整備や継続的な訓練、

法的整理などの制度的後押しが求められる。さらに、上記の南海トラフ地震における避難想

定者数の規模を考えると、災害拠点精神科病院の整備も急務と考えられる。 

（結論） 

本年度は４つの調査研究を実施した。精神科標榜のない病院でのDPATによるリエゾン機能

について、DMATにおいても一定のニーズがあることが確認され、DPATによる支援の新たな役

割が示された。一方、南海トラフ地震では精神科病院の約4割が被災地域に位置し、最大1万

人規模の患者避難が想定され、平時から耐震化や訓練参加、EMIS情報精度向上が重要である

と示唆された。災害拠点精神科病院の運用課題も明らかになっており、巨大災害時のDPAT不

足を踏まえ、保健医療福祉調整本部での機能班配置や措置入院者の診察にかかる手続きや移

送等といった等の精神科特有の課題を含めた制度的議論が求められる。 

Ａ．研究目的 

 令和５年度及び６年度の研究において得られ

た知見を踏まえ、DPAT によるリエゾン機能につ

いての需要調査および、南海トラフ地震等にお

ける被災想定精神科病院数を把握し、その対応

に必要と考えられる DPAT 隊数の推計を行っ

た。 

 さらに今年度は、過去 DPAT が参加した大規

模地震時医療活動訓練や、令和６年度の同訓練

で行った災害拠点精神科病院の機能検証訓練か

ら DPAT の活動及び災害拠点精神科病院におけ

る課題を抽出し、今後の方向性を提案したい。 

 なお、令和 7年 3月 31 日に改正された DPAT

活動要領において、「DPAT 先遣隊」から「日本

DPAT」に名称が変更となったことから、本研究

報告書から日本 DPAT の名称を用いることとす

る。 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象および方法 

〇DPAT に求められる対応に関する調査 

DMAT 事務局に対し、本研究概要について文
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章を用いて説明を行い、実施の承諾を得た上

で、全 DMAT 隊員に対しアンケート調査（資料

１）を Microsoft forms を用いて実施し、当

分担研究班員で解析を行った（以下、DMAT 活

動における精神医療ニーズに関する調査）。 

〇南海トラフ地震等激甚災害における DPAT

隊数に関連した調査 

激甚災害時に被災が想定される精神科病院

数、精神病床数、推計入院患者数の調査をそ

れぞれ実施した（以下、被災想定精神科病院

調査）。 

具体的には、内閣府が公表している、南海

トラフ地震、首都直下型地震、日本海溝・千

島海溝周辺海溝型地震における、地震防災対

策推進地域・地震津波避難対策特別強化地域

から、被災想定地域を抽出した。 

そして厚生労働省が運用している Emergency 

Medical Information System（以下、EMIS）

の情報を、厚生労働省から利用許可を取った

上で、地震防災対策推進地域のうち、耐震構

造がない精神科病院数、精神病床数を抽出し

た。同様に、地震津波避難対策特別強化地域

のうち、津波・洪水ハザードマップ地域の精

神科病院、精神病床数を抽出した。さらに、

令和６年度病院報告の病床利用率をかけるこ

とで、想定される避難すべき入院患者数を推

計した。なお、全患者避難が想定される被災

状況については、DMAT の基準を参考とした。 

〇大規模地震時医療活動における課題抽出 

まず、DPAT 事務局で保管されているデータ

の中から、平成 27年度から令和６年度までの

大規模地震時医療活動訓練の概要と、各自治

体での DPAT コントローラー、DPAT 事務局、自

治体において報告された訓練課題を年度ごと

に抽出した。 

尚、平成 28 年度については熊本地震、令和

２年度、３年度については新型コロナウイル

ス対応の影響で DPAT 訓練が未実施または縮小

されたことから分析の対象外とした（以下、

大規模地震時医療活動訓練調査）。 

さらに、令和６年度における大規模地震時

医療活動訓練のある被災想定自治体におい

て、災害拠点精神科病院の以下の機能検証を

行った（以下、災害拠点精神科病院の機能検

証訓練）。 

①患者誘導経路と人員配置 

②指揮命令系統 

③一時避難場所の運営体制 

④新たに生じた課題の抽出 

 

２．倫理面への配慮 

いずれの調査票についても、日本精神科病

院協会の倫理委員会の承認を得て行った。ま

た、調査票には個人名などの個人情報は記載

されないよう配慮し、同意については調査票

の回答をもって同意とした。 

 

Ｃ．研究結果 

１．DMAT 活動における精神医療ニーズに関す

る調査 

 DMAT 隊員に向けてアンケート調査を実施

し、155 名から回答を得た。 

 155 名のうち、過去 DMAT 活動において、精

神科病院以外の病院支援時に精神医療のニー

ズがあり、その病院に精神科医がおらず対応

に苦慮したことがあったと回答した隊員は 17

名と約１割であった（図１）。 

 その 17名を対象に、どのような症状や疾患

で苦慮したかを尋ねたところ、「気持ちが沈

んでいる／泣いているときの対応」が 11 名

（約 65％）、「不安で落ち着かないときの対

応」が７名（約 41％）、「『死にたい』と言

われたときの対応」６名（約 35％）と続いた

（図２）。 

 17 名のうち、DPAT に対応を依頼した隊員は

９名で、うち７名が DPAT の対応を評価した

が、うち２名は「どちらともいえない」とい

う回答であった（図３、表１）。 

 17 名のうち、今後 DPAT の対応が可能であっ

た場合、DPAT に依頼するかという問いに対し

ては、16名が「依頼すると思う」と回答し

た。（図４、表２）。 
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 最後に、精神科病院以外の病院支援時にお

ける精神医療ニーズへの対応について、DPAT

に期待すること、およびデメリットについて

質問した。DPAT に期待することとしては、

「専門家としての精神疾患患者への医療の提

供」、「被災者、家族、支援者へのメンタル

ヘルスケア」、「DMAT 等他の支援チームとの

連携」が挙げられ、デメリットとしては、

「DPAT としての役割の不明瞭さ」、「DMAT や

病院に加え DPAT が入ることによる指揮系統の

乱立による混乱」、「DPAT による継続支援・

DPAT 撤退後のフォロー体制」などが挙げられ

た。（表３、表４） 

２．被災想定精神科病院調査 

 内閣府が公表している、南海トラフ地震、

首都直下型地震、日本海溝・千島海溝周辺海

溝型地震における、地震防災対策推進地域・

地震津波避難対策特別強化地域から、被災想

定地域に該当する精神科病院数、精神病床数

をまとめた。（表５） 

 そのうち、その病院の耐震構造等を加味

し、令和６年度の病床利用率 82.6％をかけあ

わせてまとめた。（表６） 

 本結果から、南海トラフ地震時には、最大

約 1万人の患者避難が想定される結果となっ

た。 

 さらに、令和６年度 630 調査を使用し想定

される精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律における非自発的入院者（措置入院・医

療保護入院）および隔離・拘束を要する行動

制限者の推計人数を算出した。（表６） 

３．大規模地震時医療活動訓練調査 

３―１）過去の大規模地震時医療活動訓練

における課題抽出 

各年度の大規模地震時医療活動訓練につい

て、活動規模を示すために共通項目で整理し

たところ、平成 28年熊本地震以降に体制整備

が本格化した DPAT の訓練規模は、平成 29 年

度から令和６年度にかけて活動拠点本部数・

参加隊数が３倍以上に増加し、規模が拡大し

ている。一方で訓練内容は、本部活動・籠城

支援・患者搬送・精神科病院の受入訓練など

大きな変化はなかった。 

訓練課題は、調整本部・活動拠点本部・被

災病院・受入病院の 4つの活動場所ごとに分

類して分析した。 その結果、以下のことが判

明した（表７～10）。 

•本部機能では「情報分析（EMIS・クロノロ

ジー）」「統括調整」「DMAT との連携」が主

要の課題 

•被災病院では「被災病院との連携」「搬送

調整」が継続的な課題 

•受入病院では「受入病院との連携」「一時

集積」が毎年課題として残存 

特に、DMAT との情報共有の不足や、被災病

院・受入病院との連携不全など、複数年度に

わたり改善されていない課題が多く確認され

た。 

３―２）令和６年度大規模地震時医療活動

訓練における、災害拠点精神科病院の機能検

証 

ある被災想定自治体において、災害拠点精

神科病院の機能検証訓練を実施したところ、

以下の結果となった。 

① 患者誘導経路と人員配置：事前のシミュ

レーション通りに運用することができ

た。 

② 指揮命令系統：病院内の指揮系統だけで

なく、当該病院は災害拠点精神科病院と

しての機能のほか、DPAT 活動拠点本部

機能も有したことから、指揮系統が乱立

し、災害拠点精神科病院としての情報の

流れと意思決定プロセスが曖昧となる結

果となった。 

③ 一時避難場所の運営体制：災害拠点精神

科病院は、一時避難場所としての役割を

担うが、当該病院の職員だけでなく、派

遣され現地で活動した DPAT も、当該病

院内で活動を行うにあたり、病院側との

指揮命令系統の調整や、支援を行ってい

る DMAT や病院スタッフ等との連携体制

といった運営体制の構築に苦慮した。 
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④ 新たに生じた課題：被災想定病院から避

難してきた患者で、その移動中・一時避

難中の法的な患者の取り扱いが不明瞭で

あることがわかった。特に措置入院や医

療保護入院といった、非自発入院中の患

者の法的な解釈が乏しく、外出、転院の

移動中、退院後かにより、対応が異なる

と考えられた。 

 

Ｄ．考察 

１．DMAT 活動における精神医療ニーズに関す

る調査 

精神科病院以外の病院支援時における精神

医療のニーズについて、精神科医が不在で対

応に苦慮したと回答した DMAT 隊員が１割程度

いることがわかった。災害時における精神科

病院以外での精神科医療ニーズ調査は、きわ

めて珍しく、現地で活動している DMAT 隊員に

とっても今後直面する課題として提示できた

ことに、本調査の意義があると考えられる。 

一方、DPAT がリエゾン支援を行うにあた

り、大きなデメリットはないという回答も認

められたが、DPAT 活動に関する周知がされて

おらず、理解が得られていないことや、院内

の指揮命令系統の混乱を招く可能性があると

の意見から、今後リエゾンとして活動する場

合は、DMAT 等の他支援チームとの十分なコミ

ュニケーションが必要と考えられた。 

２．被災想定精神科病院調査  

内閣府等が公表している南海トラフ地震等

の被災地域のデータ及び EMIS データから、被

災想定に所在する精神科病院数および全患者

避難となりうる病院数、患者数が推計され

た。現時点での南海トラフ地震において、被

災想定地域の精神科病院数は全国で約４割に

上り、そのうち耐震構造がない等により全入

院患者の避難を想定した場合、１万人規模の

避難となりうることが想定された。 

一方で、それに対応する DPAT 隊員は、令和

７度末時点の日本 DPAT 研修修了者数が 1,438

人、都道府県 DPAT 隊員数が令和６年度末時点

で 5,240 人である（注：一部重複者も含

む）。１隊３人換算とすると、日本 DPAT は約

480 隊、都道府県 DPAT が 1,746 隊であり、令

和 6年能登半島地震での DPAT 活動隊数が延べ

約 1,000 隊であることを踏まえると、更なる

養成の強化が求められる。 

さらに、大人数の患者避難の受け皿となる

災害拠点精神科病院は令和７年 11月時点で全

国に 51 か所と少なく、対応が困難となると予

測される。これらのことから、災害拠点精神

科病院の整備が急務である。 

３．大規模地震時医療活動訓練調査 

 ３－１）過去の大規模地震時医療活動訓練

における課題抽出 

 大規模地震時医療活動訓練では DPAT の参加

規模が拡大し、活動拠点本部も増えている。

しかし、参加隊数には限界があり、調整本部

や活動拠点本部運営に人員が偏ると、被災想

定現場で訓練を行う DPAT が少なくなり、現場

対応力が低下する恐れがある。  

また、調整本部や活動拠点本部では情報分

析や統括調整、DMAT との情報共有不足が継続

的な課題となっている。 

これらの改善には、令和 7年度大規模地震

時医療活動訓練で実施されたように、DPAT が

独立して調整本部を設置するのではなく、保

健医療福祉本部内の機能班に分散配置するな

ど、組織運用の見直しが必要と考えられる。

今後、機能班配置に関して、DPAT は実際にど

のような運営が可能か、訓練を通じた検証が

求められる。被災病院・受入病院では DPAT と

被災病院、受入病院のスタッフとの情報の共

有や支援体制の確立等の連携不足が続き、

DPAT 側の意識に起因する問題も多いため、訓

練や研修で、被災病院や受入病院とのどのよ

うに連携をすればよいか、より具体的な手法

の確立を行う必要がある。さらに、一時避難

や精神科病院入院患者搬送用紙の運用など未

改善の課題も残っており、DPAT 事務局が各都

道府県の課題を集約し、次年度訓練で検証す

る体制強化が求められる。 
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３―２）令和６年度大規模地震時医療活動

訓練における、災害拠点精神科病院の機能検

証 

 災害拠点精神科病院については、まず実働

的に機能を発揮できるよう、具体的なマニュ

アルを整備したうえで、実態に即した研修や

訓練を継続的に実施していく必要がある。 

また、災害時に患者が移動や一時避難に置

かれる状況について、精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律上の入院先の扱いや外

出・退院の位置づけを明確にしておくことも

検討が必要である。 

４．本研究の限界 

被災想定精神科病院数や想定避難患者数

は、災害が起きる時間帯や季節により被災想

定が異なることや、EMIS 情報は令和 8年 1月

現在の情報をもとに作成しており、耐震構造

等の未入力は除いて試算しているため、今後

情報が更新されれば、変更となる可能性があ

る。 

 

Ｅ．結論 

今年度は DPAT に求められる新たな役割とし

て、精神科標榜のない病院へのリエゾン機能

について調査した。DMAT 隊員の１割程度とは

いえ、精神科医療ニーズがある以上 DPAT とし

て活動が求められることが望まれる。 

一方で、南海トラフ地震における被災想定

では最大約４割程度の精神科病院が被災想定

地域に所在し、約１万人程度の患者避難が必

要となる可能性が示唆された。今後この被災

想定病院や患者を減らすためには、耐震構造

や津波・洪水のハザードに対して対策を行う

ことや、政府主催の大規模地震時医療活動訓

練、各都道府県での防災訓練や DMAT 等の地域

ブロック訓練への積極的参加により防災意識

を高めることが求められる。また、精神科病

院によって入力される EMIS 情報の精度を高め

ることも重要である。実際に「耐震構造」や

「津波・洪水等のハザードマップ地域にある

か」の項目について入力状況は決して高いと

は言えない。EMIS での精神科病院の「耐震構

造」の未診断率、未入力率はそれぞれ７％、

27％、「津波・洪水のハザードマップ浸水地

域にあるか」の未入力率は 26％である。これ

らの病院の耐震構造に関する診断結果によっ

ては、被災が想定される病院数や避難を余儀

なくされる患者数が増大する可能性がある。 

これらの結果から、災害拠点精神科病院に

求められる役割も増していると考えられる。

しかし、災害拠点精神科病院の運用について

具体を議論されたことは多くはなく、令和６

年度の大規模地震時医療活動訓練において、

災害拠点精神科病院の運用に関する諸課題が

露呈した。次年度以降はこれらの課題をどの

ように対策をとっていくのか積極的な議論が

期待される。 

以上のことから、南海トラフ地震等の巨大

災害が出現した際には、DPAT の隊数が乏しく

十分な活動ができないことが想定される。昨

年度までの大規模地震時医療活動訓練の課題

抽出でも記載したが、調整本部活動に訓練に

参加している DPAT 人員比重が重くなると、

DPAT の現地活動に支障をきたす懸念がある。    

そのため、今後は、保健医療福祉調整本部

のいわゆる機能班への配置などによる対応が

検討されるべきである。しかし、精神科医療

には、措置入院者は指定病院・指定病床にし

か入院ができないことや、非自発的入院者の

転院に際して都道府県知事等や家族等の同意

取得が必要なこと、さらに移送の問題があ

る。また、新たに入院が必要となった患者に

対しては、精神保健指定医の診察が必要であ

り、当該患者の移送には医療者のみでは行え

ないといった精神保健福祉法に関する課題が

ある。さらに、心神喪失等の状態で重大な他

害行為を行った者の医療及び観察等に関する

法律に係わる患者の移送等は地方厚生局との

連携が不可欠である。加えて、保護室の使用

や身体拘束が必要な者の転院調整といった精

神科病院特有の構造課題が存在する。さら

に、精神科医師数は約 1万 6 千人いる一方
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で、精神保健福祉法上の判断を担う精神保健

指定医が限られている点も課題である。この

ような精神科特有の諸課題の解決のために

は、厚生労働省の DPAT 担当部局のみならず、

精神医療担当部局も含め、これらの課題をい

かに議論の中に組み込んでいくかが重要であ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ.研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

 福生泰久：南海トラフ地震等巨大地震時

における精神科病院の被災状況について, 

第 31 回日本災害医学会総会・学術集会

（新潟）2026．03．21 

 吉田航：大規模地震時医療活動訓練での

DPAT の訓練内容から考える精神科病院へ

の支援の在り方と DMAT との協働方法の検

証, 第 31 回日本災害医学会総会・学術集

会（新潟）2026．03．21 

 余田悠介：災害拠点精神科病院に求められ

る機能に関する課題と対応, 第 31 回日本

災害医学会総会・学術集会（新潟）2026．

03．19 

  

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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表７．調整本部における課題 

  H27 H29 H30 R1 R4 R5 R6 合計 

DMAT との連携 0 0 1 0 1 2 1 5 

統括調整 0 1 2 2 1 1 1 8 

情報分析 1 4 3 0 2 2 2 14 

連絡調整 0 0 1 1 1 2 1 6 

本部機材確保 1 2 0 1 0 2 1 7 

搬送調整 0 0 2 0 0 0 0 2 

 

表８．活動拠点本部における課題 

  H27 H29 H30 R1 R4 R5 R6 合計 

DMAT との連携 0 1 1 0 1 0 1 4 

統括調整 0 0 1 0 2 3 2 8 

情報分析 0 6 0 1 0 2 1 10 

連絡調整 0 0 3 1 0 1 0 5 

本部機材確保 0 1 1 0 1 2 1 6 

搬送調整 1 0 3 0 0 0 0 4 

 

表９．被災病院における課題 

  H27 H29 H30 R1 R4 R5 R6 合計 

DMAT との連携 0 1 0 0 0 1 0 2 

被災病院との連携 0 2 3 0 1 2 2 10 

DPAT 内の連携 2 2 0 0 0 0 2 6 

情報分析 0 0 0 0 1 2 0 3 

本部機材確保 0 0 0 0 1 3 0 4 

搬送調整 0 1 6 2 1 0 1 11 

 

表 10．受け入れ病院における課題 

  H27 H29 H30 R1 R4 R5 R6 合計 

DMAT との連携 0 0 0 0 1 0 0 1 

受入病院との連携 0 4 6 0 2 2 3 17 

DPAT 内の連携 0 0 0 1 1 1 2 5 

情報分析 0 1 2 0 0 1 1 5 

本部機材確保 0 0 0 0 1 1 0 2 

搬送調整 0 0 3 0 0 0 0 3 

一時集積 0 1 7 0 1 0 3 12 


